
資源管理・漁業所得補償対策
【４３，８０５(５１，８１８）百万円】

対策のポイント
適切な資源管理と漁業経営の安定を図り、国民への水産物の安定供給を確

保するため、計画的に資源管理に取り組む漁業者に対し、漁業共済･積立ぷら

すの仕組みを活用した資源管理・収入安定対策を構築し、コスト対策である

セーフティーネット事業と組み合わせ、総合的な漁業所得補償を実現します。

＜背景／課題＞

・食と農林漁業の再生推進本部で決定された「我が国の食と農林漁業の再生のための基

本方針・行動計画」において、資源管理・漁業所得補償対策により、適切な資源管理

と燃油高騰等に対応した漁業経営の安定を確保するとされたところです。

・漁業者が将来にわたって持続的に漁業経営を維持していくためには、適切な資源管理

と漁業経営の安定をともに実現していくことが必要です。

・近年、燃油・養殖用配合飼料価格の高騰により漁業者の経営に大きな影響が出ており、

価格高騰の影響を緩和するためのセーフティーネット対策を整備することが必要で

す。

政策目標

資源管理・漁業所得補償対策のもとで資源管理に取り組む漁業者

による漁業生産の割合 70％（平成24年度）

＜主な内容＞

１．資源管理に取り組む漁業者に対する補助

漁業共済・積立ぷらすの仕組みを活用し、漁業者による資源管理の取組に対する

補助として、収入額が減少した場合に減収補填をします。

漁業収入安定対策事業 ３１，４９６（３９，９６８）百万円

補助率：定額

事業実施主体：全国漁業共済組合連合会

２．資源管理指針策定・資源管理計画履行確認等に対する支援

都道府県が策定した資源管理指針の見直しの検討や、資源管理計画に定められた

資源管理措置の履行確認等を行う都道府県資源管理協議会の運営に必要な経費を支

援します。

資源管理体制推進事業 ５２０（５７８）百万円

補助率：定額

事業実施主体：都道府県資源管理協議会
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３．資源管理計画等の推進に対する支援

資源管理計画等の推進のための漁業者協議会の開催等に必要な経費を助成します。

資源管理指針等推進事業 ６７（８６）百万円

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

４．漁業共済の加入漁業者に対する助成

漁業災害補償法に基づき、災害等による損害を補填する漁業共済の加入漁業者に

対して国庫補助をします。

漁船再保険及び漁業共済保険特別会計へ繰入（漁業共済保険勘定繰入分）

９，８４９（１０，３７０）百万円

補助率：定率

事業実施主体：国（漁船再保険及び漁業共済保険特別会計）

５．燃油・養殖用配合飼料の価格高騰対策

漁業者と国の拠出により、燃油価格や配合飼料価格が急騰したときに補填金を交

付します。

漁業経営セーフティーネット構築事業 １，８７２（８１７）百万円

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

１、４の事業 水産庁漁業保険管理官 （０３－６７４４－２３５５（直））

２、３の事業 水産庁管理課 （０３－３５０２－８４３７（直））

５の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４１（直））
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種苗放流による資源造成支援事業（継続）

１ 趣 旨
水産基本計画においては、我が国周辺水域や公海の水産資源の多くが低位水準

にある状況に対応して、水産資源の回復・管理を推進するため、適地・適時での
効率的な種苗放流体制の確保、放流効果の科学的な検証等により、環境・生態系
と調和した増殖を推進することとしている。
このような中で、沿岸漁業者の経営の安定を図りつつ、沿岸資源の回復・維持

管理を図ることが重要な政策課題となっており、種苗生産、放流、育成管理等に
より積極的に資源を増大させる栽培漁業の推進が必要となっている。

また、栽培漁業は、従来、漁獲の抑制による間接的な資源の増加のみであった
資源管理において、直接的に資源の増加を図ることができる手段であることから、
沿岸漁業者の経営の安定にも直接的に寄与する重要な施策である。

しかしながら、都道府県の区域を越えて移動する水産動物（以下「広域種」と
いう。）は、早急な資源の回復・安定が求められているものの、放流魚が広範囲に
回遊し複数の都道府県の漁業者により漁獲される特性から、放流実施者と漁獲者
が異なり、放流経費の負担調整が円滑に進まない。このため、集中的な種苗放流
によって資源造成を図るなど、戦略的な種苗放流を展開する必要がある。

２ 事業内容
（１）広域種資源造成支援事業（継続）

複数の都道府県の漁業者が利用する資源で、早急な回復・安定が求められてお
り、関係者間の放流経費の負担調整が困難な広域種について、適地放流や稚魚段
階での混獲抑制等の放流種苗の生残率の向上を図りながら、期間を限定した集中
的な種苗放流を行うことによって、従来のように、成長した魚をすべて漁獲する
「一代回収型」ではなく、親魚を獲り残して再生産を確保する「資源造成型」の
栽培漁業の推進のために行う実証事業に対し支援する。

（２）共同種苗生産・放流体制構築支援事業（継続）
放流用種苗を安価でかつ効率的に確保し、効果的に放流するため、都道府県ご

との多様な魚種の種苗生産やそのための餌料を個別に生産する体制の集約化、既
存施設の稼働率の向上と連携・分業、放流種苗の生残率をより高めるための中間
育成の実施による放流体制の構築に対して支援する。

（３）種苗性評価手法開発事業（継続）
効率的に種苗を生産するに当たって、生残率が高く再生産への寄与度の高い、

良質な種苗の生産を推進するため、遺伝子レベルでの環境適応能力の分析を行い、
種苗性評価手法の開発を行う。

３ 事業実施主体
民間団体等

４ 事業実施期間
平成２３年度～平成２７年度

５ 平成２４年度概算決定額（前年度予算額）
１１４，０００千円（１４２，５００千円）

６ 補助率等
定額、１/２

７ 担当課
水産庁栽培養殖課 ０３－６７４４－２３８５（直）
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